
監査公表第１８号

平成２１年３月２４日監査公表第８号により公表した監査結果について、地方自治法（昭和

２２年法律第67号）第１９９条第１２項の規定に基づき、福島県知事から次のとおり措置状況の

通知があったので、同項の規定によりこれを公表する。
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福島県知事 佐藤 雄平 印

行政監査に係る措置状況について（通知）

平成２１年３月１０日付け２０福監第２４０号で報告のありましたこのことについて別紙のとお

り措置を講じましたので、地方自治法第199条第12項の規定により通知します。

行政監査の結果に係る措置状況について



別 紙

１ 監査対象

県の作成する刊行物について

２ 所見及び措置の状況について

監査委員所見 措 置 状 況

第３ まとめ

（広報課）

１ 刊行物作成の手引きについて

今後は、県民等に必要な行政情報を正確に、 広報・広聴業務に関する実践的な知識を身

県民に分かりやすい形で提供するためにも、現 につけるために当課で作成している「広報広

在ある刊行物作成に関係する要綱や通知等を参 聴業務職員の手引き」に、監査の意見を踏ま

考にしながら、刊行物作成に必要な手引きの作 えてパンフレット等の刊行物作成の留意点を

成について検討する必要がある。 記載の上、各部局企画主幹等から構成される

広報広聴企画会議等で周知を図ることとす

る。

（文書法務課）

２ 県政情報センターや県立図書館への送付につ

いて

行政資料の県政情報センターへの送付につい 県政情報センターへの行政資料の送付につ

ては、行政資料の収集及び管理に関する要綱に いて、平成２１年４月９日付けで各所属あて

規定されているものの、その趣旨が各所属に十 に改めて周知及び依頼を行った。

分徹底されていないことから、県政情報センタ 今後も毎年、周知を図っていくこととして

ーを所管する所属においては、県立図書館同様 いる。

に毎年通知するなどして、刊行物の収集に努め

る必要がある。

第２ 監査の結果と意見（別表「監査結果 ）」

（税務課）

№４ 平成１９年度わたしたちのくらしと税金 中（

学生用）

税に対する関心を高め、正しく税を理解しても 今後作成する場合には、御意見を踏まえて

らうために、中学生に配布されているが、税に関 作成することとした （なお、平成２１年度。

する用語のほか 「循環型社会」や「社会保障制 は作成の予定はない ）、 。

度」のような税関係以外の用語にも説明を加える

必要がある。

（県中地方振興局）

№5 福島県県中地域定住・二地域居住パンフレ

ット

福島県県中地域を定住・二地域居住先として周 平成２０年９月９日より県中地方振興局の

「 “ ” 」知するために、主に県外の方々に配布されている ふくしま ど真ん中 ふるさとＵＩターン

が、定住・二地域居住については、多様な広報手 のホームページを開設した。

段を用いて周知すべき内容であることから、県の

ホームページも活用して周知する必要がある。



（エネルギー課）

№6 新エネルギー身近な事例集

№7 地球と握手！うつくしまの新エネルギー（新

エネルギー読本）

新エネルギー導入の意義や県内における事例を 「新エネルギー身近な事例集」と「地球と

紹介するため、県民に配布されているが、内容の 握手！うつくしまの新エネルギー（新エネル

一部に重複する部分が見られるので、統合を含め ギー読本 」の主な配布対象は、前者は一般）

て調整する必要がある。 県民、後者は事業者であるが、今後同様の刊

行物を作成する必要が生じた場合には、現行

の「身近な事例集」の内容のほとんどが「新

エネルギー読本」に包含されていることを踏

まえ、内容の差別化又は汎用的な啓発冊子で

ある「新エネルギー読本」への統合を図るこ

ととする。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 両刊行物とも県のホームページ内の「地球

収集を行う必要がある。 と握手！うつくしまの新エネルギー」のペー

ジからダウンロードが可能なため、当該ペー

ジに県民等からの意見要望をインターネット

を介して収集できる機能を付すこととする。

（統計分析課）

No.8 第122回福島県統計年鑑

毎年、県機関、市町村等に配布されている総合 無償による使用許諾の是非について、関係

統計書であるが、県から無償で著作物使用の許諾 機関等調査の上検討する。

を受けた団体が広く一般に有償で配布している。

本冊子は、県が多くの時間と労力を費やして作成

しているものであることを踏まえ、無償による使

用許諾の是非について検討する必要がある。

No.9 一目でわかる福島県の指標2008

毎年、国、県機関、市町村等に配布されている 2009年版の発行時に 担当所属名として 企、 「

統計書であるが 編集者として部・領域名 住所 画調整部 統計分析課」と記載した。、 、 、

電話番号の記載はあるものの、問い合わせ先を特

定するため、担当所属名(課名)を記載する必要が

ある。

国、県機関、市町村等に対しては、必ずしも印 電子メールによる配信は、容量が大きく配

刷媒体でなくとも提供できることから、電子メー 信は困難である。また、統計の利活用の促進

ルによる配信について検討する必要がある。 の観点から、従来からのホームページへの掲

載および印刷媒体での提供を継続する。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 2009年版の配布時にアンケート用紙を添

収集を行う必要がある。 え、意見要望の収集を始めている。

県が配布するほか、県から無償で著作物使用の 無償による使用許諾の是非について、関係

許諾を受けた団体が広く一般に有償で配布してい 機関等調査の上検討する。



る。本冊子は、県が多くの時間と労力を費やして

作成しているものであることを踏まえ、無償によ

る使用許諾の是非について検討する必要がある。

No.10平成19年版福島県勢要覧

毎年、国、県機関、県内の図書館等に配布され 無償による使用許諾の是非について、関係

ている総合統計書の普及版であるが、県から無償 機関等調査の上検討する。

で著作物使用の許諾を受けた団体が広く一般に有

償で配布している。本冊子は、県が多くの時間と

労力を費やして作成しているものであることを踏

まえ、無償による使用許諾の是非について検討す

る必要がある。

（生涯学習課）

「 」№11県民カレッジ学習情報交流誌 夢まなびと

県内の生涯学習情報を取りまとめたもので、年3 県民カレッジ事業縮小に伴う全体予算の見

回、公民館、図書館、大手スーパー等を通じて県 直しの結果、事業費の効率的な再配分を考慮

民に配布されているが、大手スーパーから取扱部 し、学習情報交流誌の発行回数及び配布部数

（ ） （ ）数の見直しについて要望が寄せられていることを を60,000部 年３回 から36,000部 年２回

踏まえ、配布先や配布部数について検討する必要 へと見直しを行った。

がある。 また、配布先については、大手スーパー等

への配布部数を削減し、イベント(全国生涯

学習フェステイバル等）での配布を行う等見

直しを行った。

（生活環境総務課）

№12福島県環境白書（本編・資料編） 平成20年度においては、県機関に対する配

（ 、 ）、本県における環境の状況や環境の保全に関して 布先を見直すことにより 316→289△27

講じた施策を明らかにしているもので 毎年 国 印刷数を減らす（800→750、△50）など、経、 、 、

県機関、市町村等に配布されているほか県のホー 費節減に努めたところである。

ムページにも掲載されているが、行政機関等に対 また、県のホームページに掲載して情報を

しては、必ずしも印刷媒体でなくとも提供できる 提供しているところであるが、行政機関等か

ことから、ホームページへ掲載した旨の通知につ ら印刷媒体に対する需要が根強いことから、

いて検討する必要がある。 今後、関係機関と調整し、更なる配布先の見

直し等を進めていきたい。

（生活交通課）

№19みんなですすめよう！高齢者の交通安全

高齢者の交通安全を推進するため、毎年、県民 平成20年度のリーフレット作成に当たって

、 、を対象に配布されており、警察本部交通企画課作 は 警察本部交通企画課と協議するとともに

成の「高齢者の交通安全」(№95)と用途は異なる より多くの高齢者に行き渡るよう配布先を見

が、同一の目的で作成されていることから、相互 直した。

に所要の調整を行い、効果的な啓発に努める必要

がある。



問い合わせ情報として、担当所属名（課名 、 問い合わせ情報として、電話番号及びＦＡ）

ホームページアドレスの記載はあるものの、電話 Ｘ番号を併せて記載した。

番号等を記載する必要がある。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 意見要望の収集方法等について検討し、意

収集を行う必要がある。 見要望の収集に努めることとする。

（原子力安全対策課）

No.21原子力防災訓練実施のお知らせ

原子力防災訓練の実施前に、毎年、新聞折り込 原子力防災訓練の実施について、関係町村

みにより双葉郡内８町村の世帯に配布されている の広報誌に掲載してもらうよう依頼し、広く

が、新聞購読をしていない世帯を含む全世帯に配 周知を図ることとした。また、訓練直前の新

布されるよう、配布方法を検討する必要がある。 聞折り込みにより、再度訓練の実施について

認識してもらうこととする。

次回以降の作成に活かすためにも、意見の収集 これまでも問い合わせ先として担当課の電

を行う必要がある。 話番号を記載していたが、次回から住所、Ｆ

ＡＸ番号及びE-mailアドレスも記載し、意見

の収集を図ることとする。

No.22シッカリ家族の原子力防災知識カレンダー

原子力防災知識の普及啓発を図るため、毎年、 これまでのカレンダーにも担当課の住所、

双葉郡内８町村の世帯に配布されているが、次回 電話番号及びＦＡＸ番号を記載していたが、

以降の作成に活かすためにも、意見要望の収集を 平成21年版カレンダーから、E-mailアドレス

行う必要がある。 も記載し、意見の収集を図っている。

（環境共生課）

No.23ごみの未来（児童用）

No.24ごみの未来（指導者用）

廃棄物の処理に関する正しい知識とごみの減量 平成20年度で終了

化、リサイクルの必要性を学ぶための環境学習用

資料として、小学校４年の児童や教員に配布され

ているが、今後の環境教育の充実や次回以降の作

成に活かすためにも、児童や教員等からの意見要

望の収集を行う必要がある。

（環境評価景観室）

No.26景観情報誌「景」

景観に関する理解を深め、景観形成への意識を 平成20年度で終了

醸成するため、毎年、県内外の方々に配布されて

いるが、次回以降の作成に活かすためにも、読者

からの意見要望の収集を行う必要がある。

（自然保護課）

No.27平成19年度鳥獣保護区等位置図

鳥獣保護区等の位置を周知するため、毎年、狩 平成21年度版の作成に当たっては、各地方



猟者登録証の交付時等に配布されているが、次回 振興局において狩猟者等の意見要望を収集

以降の作成に活かすためにも、狩猟者等からの意 し、これを反映させて作成することとする。

見要望の収集を行う必要がある。

（不法投棄対策室）

№28廃棄物の不法投棄ゼロを目指して！

廃棄物の不法投棄の未然防止や早期発見のため 不法投棄監視員を対象に、当該パンフレッ、

不法投棄監視員等に配布されているが、次回以降 トに関するアンケートを実施し、意見要望の

の作成に活かすためにも、意見要望の収集を行う 収集を図ることとした。

必要がある。 なお、一般県民にパンフレットを配布する

際には、当該パンフレットに対するアンケー

ト用紙を一緒に配布し、意見要望の収集を行

っている。

また、県ホームページにパンフレットとア

ンケート用紙を掲載し、意見要望の収集を行

っている。

（児童家庭課）

№30うつくしまシングルマザー応援ブック（平

成１９年改訂版）

母子家庭に対する支援施策等の情報を提供する 機会をとらえて、意見要望の収集に努めて

ため、毎年配布されているが、次回以降の作成に いくこととする。

活かすためにも、意見要望の収集を行う必要があ

る。

№31思春期の性・健康サポートブック

性に関する疑問や問題を抱える高校生に対し、 今後作成する刊行物について、問い合わせ

養護教諭が個別指導する際の資料として配布され 情報として担当所属名（課名）や電話番号等

ているが、発行者として県・部名の記載はあるも を記載することとする。

のの、問い合わせ情報として担当所属名（課名）

や電話番号等を記載する必要がある。

（障がい福祉課）

№33ふくしまサポートブック

発達障がい児・者を支援するため作成された冊 今後作成する刊行物について、問い合わせ

子で、発行者として県名、住所、電話番号の記載 情報として担当所属名（課名）を記載するこ

はあるものの、問い合わせ先を特定するため、担 ととする。

当所属名（課名）を記載する必要がある。

（薬務課）

№35薬物乱用防止啓発用リーフレット

毎年、小・中学生を対象に開催されている薬物 今後作成する啓発用資材について、警察本

乱用防止教室等で配布されているが、警察本部少 部と内容調整を行い、効果的な啓発を実施す

年課作成の「薬物乱用防止チラシ」と同一の目的 るようにした。



で作成されていることから、相互に所要の調整を

行い、効果的な啓発に努める必要がある。

小・中学生にとっては専門的で、全体的に難し 今後作成する際は、小・中学校等から意見

い内容となっていることから、分かりやすくなる 要望を収集する等、平易な表現に努めること

よう工夫する必要がある。 とする。

次回以降の作成に活かすためにも、小・中学生 次回以降の作成に当たり、意見要望を収集

や教員から意見要望の収集を行う必要がある。 することとした。

（産業人材育成課）

No.40 2008年度生福島県立高等技術専門校入学案

内

県内に３校ある高等技術専門校の概要を紹介す 配布対象者が重複しないように、平成20年

るもので、会津高等技術専門校作成の「テクノカ 度作成の「入学案内」からは、配布対象を主

レッジ会津事業概要 （No.44）と内容や配布対象 に高等学校（高校生）とし、各科の特長とな」

者に類似する部分が見られるので、調整の上作成 る教科内容の紹介、入学試験日程、学生寮や

する必要がある。 学生生活におけるＱ＆Ａ等の情報で構成し

た。

また、高校生が持ち運びやすいサイズとし

て、これまでのＡ４版からポケットに入るサ

イズへと変更した。

（観光交流課）

№41福島県観光マップ

福島県の観光ＰＲのために作成されている観光 平成20年度作成の観光マップには、県名を

用マップであるが、関係団体と共同で企画・制作 記載した。

されているにもかかわらず、企画・制作の欄に県

名の記載がないので、記載する必要がある。

（会津高等技術専門校）

No.44テクノカレッジ会津事業概要

高校生の進路指導用、あるいは企業への説明用 配布対象者が重複しないように、平成21年

の資料として、主に地元の高校や企業に配布され 度からは、配布対象を学生や受講生の就職や

ているが、産業人材育成課作成の「2008年度生福 委託訓練等の短期課程訓練に関係する企業や

島県立高等技術専門校入学案内 （No.40）と掲載 団体等とし、校の事業内容の説明用とするこ」

されている内容や配布対象者に類似する部分が見 ととした。

られるので、調整の上作成する必要がある。 また、内容についても、離職者や障がい者

等の民間教育訓練機関を活用した委託訓練や

在職者訓練といった公共職業能力開発の事業

計画を掲載することとした。

一般に聞き慣れない 「ニーズ学科 「ニーズ 一般に聞き慣れない語句については、表示、 」、

実技」が用いられており、説明を加える必要があ に支障ない範囲で使用しないこととし、使用

る。 する場合は、説明を加えるようにした。

、 、次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 意見要望の収集については 就職担当者が

収集を行う必要がある。 企業等を訪問する際に、改善等の要望を収集



することとしている。

（農産物安全課）

No.46ふくしまの有機農産物生産者マップ

有機農産物の流通、消費拡大のため、主に流通 有機農産物等のインターネット掲示におい

業者や消費者に配布されているが、周知効果を高 て、取引を装って料金を支払わない取込詐欺

めるため、県のホームページへの掲載を検討する が発生していることから、県のホームページ

必要がある。 への掲載については、内容を検討した上で対

応することとした。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 今後作成する予定はないが、必要が生じた

、 。収集を行う必要がある。 場合は 意見や要望の収集を行うこととした

（園芸課）

No.49オリジナル品種ポスター

新品種作物 アスパラガス いちご りんどう 今後、増刷する際には問い合わせ先等を記（ 、 、 、

ぶどう）の生産振興や知名度の向上等を目指し、 載するとともに、時期を逸しないよう適切な

市町村や農業協同組合等に配布されているが、問 時期に配布することとした。

い合わせ情報が記載されていないので、担当所属

名（課名）や電話番号等を記載する必要がある。

作成されているポスターの一部に、新品種作物

の出荷時期経過後に配布されているものがあった

ので、作付時期や出荷時期等を考慮して、最も効

果が発揮される時期に配布する必要がある。

（森林計画課）

No.52森林環境税ＰＲチラシ

主に森林環境学習の機会に、小学生に森林環境 事業内容の紹介にかかる全ての漢字に仮名

税による県の取組等を紹介する際配布されている を振るとともに、小学生にも理解できる平易

が、難しい漢字には仮名を振ったり、分かり易い な表現にした。

表現を用いたりする工夫が必要である。

No.53森林を守り育て未来につなぎます

森林環境税による県の取組等を紹介するために 本人等の承諾を得ている写真又は人物の特

作成されているが、特定の個人を識別できる人物 定が困難な写真にした。

写真の掲載に当たっては、本人等から承諾を得る

必要がある。

No.54平成19年度福島県の森林・林業

本県の森林・林業に関する業務用資料として、 各表・グラフの注釈に担当課名を記載する

毎年、国、県機関、林業関係団体に配布されてい ようにした。

るが、発行者として部名、住所、電話番号の記載

はあるものの、問い合わせ先を特定するため、担

当所属名（課名）を記載する必要がある。

特定の個人を識別できる人物写真の掲載に当た 特定の個人が識別できる人物写真の掲載に



っては、本人等から承諾を得る必要がある。 当たっては本人（県職員）から文書で承諾を

得るようにした。

イベント開催時に一般の来場者の方々にも配布 配布時期、配布対象者を含め、検討中であ

されているが 掲載されている内容が事業中心で る。、 、

専門技術的なものが多く、一般の方々には難しい

内容となっていることから、誰もが理解できるよ

うな、わかりやすいものを作成し、配布する必要

がある。

（道路計画課）

№58福島県の道路２００８

県内の道路現況、県管理道路の整備方針等につ 人物が写っている写真を掲載するに当たっ

いてまとめた業務用資料であるが、特定の個人を ては、原則として個人を特定できない写真を

識別できる人物写真の掲載に当たっては、本人等 使用するものとし、個人を特定できる写真を

から承諾を得る必要がある。 使用する場合には本人等から承諾を得ること

とする。

№59福島県の道路網図２００８

県内の道路現況等についてまとめた業務用資料 問い合わせ情報として、住所、担当所属名

として、毎年、国、県機関、市町村等に配布され （課名 、電話番号を記載することとした。）

ているが、発行者として部・領域名や住所の記載

はあるものの、問い合わせ情報として担当所属名

（課名）や電話番号等を記載する必要がある。

年度の早い時期に使用できるよう作成されてい 配布の時期として、4月の第1週目～2週目

たにもかかわらず、5月末に配布されているので、 に配布することとした。

使用目的に沿って作成後速やかに配布する必要が

ある。

（空港施設室）

№60 福島空港リーフレット

空港見学者等に、空港施設の概要を説明する際 リーフレットに、意見、要望の収集を行う

配布されているが、次回以降の作成に活かすため ための記載を行った。

にも、意見要望の収集を行う必要がある。

（まちづくり推進課）

№61まちづくりシンポジウムチラシ

参加申込書を兼ねた当該チラシは、まちづくり 平成19年度に終了している事業であり、現

シンポジウム開催日の２週間前に納品されて、そ 在、個別の対応はできないが、同様の事業に

の後同日付で関係者に配布されたが、イベントの ついては十分考慮し対応していきたい。

周知や参加者の募集・集約、開催準備のための期

間等を考慮して、計画的な作成、配布に努める必

要がある。



（下水道課）

№63福島県下水道計画図

下水道整備事業等に関する資料で、県機関、市 次回発行する際は、問い合わせ情報（部署

、 、 、 ）町村のほか、浄化センター見学者やイベント開催 名 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

時に来場者の方々に配布されているが、発行者と を記載し対応する。

して部名の記載はあるものの、問い合わせ情報と

して担当所属名（課名）や電話番号等を記載する

必要がある。

事業を中心に専門技術的な内容が掲載されてお 下水道計画図を配布する際は、下水道の仕

り、施設見学者には容易には理解し難いものとな 組みや役割等の分かりやすい補助資料を一緒

っているので、配布対象者を考慮して作成する必 に渡すこととし、次回作成する時は、現在下

要がある。 水道計画図を配布している市町村等に対し

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の て、意見や改善点などのアンケートを行い作

収集を行う必要がある。 成に反映させる。

（県中建設事務所）

No.64平成１９年度管内概要

、 、 、当該年度の管内の事業計画等をまとめた業務用 納品 配布を早期に行うため データ収集

資料で、年度の早い時期に必要とするものである 修正等の作業を前年度末より行うこととし

にもかかわらず、第２四半期の中ごろに納品、配 た。

布されており、使用目的から判断して、作成の時

期や方法等について検討する必要がある。

（あぶくま高原自動車道建設事務所）

№69あぶくま高原道路リーフレット

地権者や工事見学者等に、あぶくま高原道路の 人物が写っている写真を掲載するに当たっ

現況や建設工事の概要について説明する際配布さ ては、原則として個人を特定できない写真を

れているが、特定の個人を識別できる人物写真の 使用するものとし、個人を特定できる写真を

掲載に当たっては、本人等から承諾を得る必要が 使用する場合には本人等から承諾を得ること

ある。 とする。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 今後の作成に当たり、より一層多くの住民

収集を行う必要がある。 からの意見要望の収集に努め、作成の参考に

することとする。



監査公表第１９号

平成２１年３月２４日監査公表第８号により公表した監査結果について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定に基づき、福島県教育委員会委員長から次のと

おり措置状況の通知があったので、同項の規定によりこれを公表する。

平成２１年８月７日

福島県監査委員 鴫 原 吉之助

福島県監査委員 宗 方 保

福島県監査委員 野 崎 直 実

福島県監査委員 髙 野 宏 之

２ １ 財 第 ９ １ ７ 号

平成２１年５月２８日

福島県監査委員 鴫 原 吉之助

福島県監査委員 宗 方 保
様

福島県監査委員 野 崎 直 実

福島県監査委員 髙 野 宏 之

福島県教育委員会委員長 印

行政監査に係る措置状況について（通知）

平成２１年３月１０日付け２０福監第２４０号で報告のありました行政監査の結果について

は、別紙のとおり措置しましたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２

項の規定により通知します。



別 紙

平成２０年度行政監査の結果に係る措置状況

監 査 委 員 所 見 措 置 状 況

第２ 監査の結果と意見

刊行物名 教育ふくしま

所属名 教育総務課

開かれた教育行政の推進の一環として 年６回 今後、同様の刊行物を作成する際には、意、 、

教育行政施策や学校教育の現状等を県民に紹介す 見要望の収集に努めることとした。

る広報紙であるが、次回以降の作成に活かすため なお、本広報誌は平成１９年度をもって発

にも、意見要望の収集を行う必要がある。 行を中止している。

刊行物名 うつくしまふくしま教育ニュース

所属名 教育総務課

本県の教育行政に対する理解を図るため、年１ 平成２０年度の発行（平成２０年１０月）

回、教育行政施策や学校教育の現状等を児童・生 においては、奥書に住所及び電話番号、ＦＡ

徒の保護者等に紹介する広報紙であるが、次回以 Ｘ番号を明記するとともに、メールアドレス

降の作成に活かすためにも、意見要望の収集を行 を記載し意見要望の収集に努めた。

う必要がある。

刊行物名 １７字のふれあいチラシ

１７字のふれあいポスター

１７字のふれあい応募用紙

所属名 社会教育課

「１７字のふれあい事業」は、子供と大人が共 今後は、チラシ、ポスター、応募用紙に電

通の体験活動を通じて得た感動を５・７・５の17話番号等の問い合わせ情報をわかりやすく記

字で表現した作品として募集し、それらを広く紹 載することとした。

、 、 、介する事業であるが 募集用のチラシ ポスター

応募用紙の中に、主催者や受付窓口となる機関名

の記載はあるものの、問い合わせ情報として電話

番号等を記載する必要がある。

作品の募集期間が始まる二日前に教育事務所に 今後は、募集開始前３週間程度までに、教

発送されたが、作品募集に関する周知や受付窓口 育事務所に配布することとし、市町村教育委

となる市町村教育委員会の対応等に支障を来さぬ 員会が作品募集に関する周知及び受付窓口業

。よう、計画的な作成、配布に努める必要がある。 務をスムーズに行うことができるようにする

、次回以降の作成に活かすためにも、教員や児童 応募用紙に簡単なアンケート項目を掲載し

の保護者等から意見要望の収集を行う必要があ 教員や児童生徒の保護者から意見要望の収集

る。 を行い、次回以降の作成に反映させることと

する。

刊行物名 １７字のふれあい応募用紙

所属名 社会教育課



応募用紙については、漢字の多くに仮名が振ら 応募用紙については、全ての漢字に振り仮

れているが、応募する子供たちの年齢層を考慮す 名を付けることとする。

ると、漢字すべてに仮名を振る必要がある。

刊行物名 １７字のふれあい作品集

所属名 社会教育課

主催者の記載はあるものの、問い合わせ情報と 担当所属名や電話番号を明記する。

して担当所属名（課名）や電話番号等を掲載する

必要がある。

次回以降の作成に活かすためにも、教員等から 社会教育研修会等を通じて、教員等からの

意見要望の収集を行う必要がある。 意見、要望の収集を図り、次回以降の作成に

反映させることとする。

刊行物名 子どもに伝えたい性・いのち

（中学生の保護者向け）

子どもに伝えたい性・いのち

（小学生の保護者向け）

所属名 社会教育課

10代の子供たちの性・いのちに関する保護者向 今後同様の配布物がある場合には、各学校

けの家庭教育資料であるが、保護者への配布方法 において児童・生徒が直接見ることがないよ

について具体的な指示がない中で各学校に送付さ う封筒等に厳封の上、配布するなど適切な手

れていることから、多くの学校で、特段の配慮が 段で配布するよう依頼する。

なされないままに児童・生徒を通じて保護者に配 なお、本刊行物は平成２０年度は作成して

布されている例が多数見られた。性に関する内容 いない。

を主とする小冊子であることから、保護者への配

布方法について検討する必要がある。

刊行物名 「福島いじめＳＯＳ２４」紹介カード

所属名 学校生活健康課

子供のいじめ24時間電話相談の相談機関名や電 関係教員等からの意見要望の収集も行った

話番号等を周知するために、小学１年生に配布さ 上で、次の点を改善し平成２０年度の印刷を

れているが、難しい漢字や分かりにくい用語が見 実施した。

られるので、配布対象者を考慮して作成する必要 ・漢字の量を減らすとともに、漢字等に

がある。 は振り仮名を付した。

・どのようなときに電話をかけてもらい

たいかを平易な表現で明記した。

・ダイヤルＳ０Ｓについては、保護者へ

の周知も兼ねることとした。

前年度に掲載された内容をほぼ踏襲したもので 引き続き、関係教員等の意見要望の収集を

あるので、次回以降の作成に活かすためにも、教 行っていくこととする。

員等からの意見要望の収集を行う必要がある。

刊行物名 特別支援教育で学校が変わります。



所属名 特別支援教育課

平成19年４月に導入された「特別支援教育」や 今後、同様の刊行物を作成する際には問い

地域教育相談推進事業の概要について周知するた 合わせ先を記載することとする。

め、教員や児童・生徒の保護者等に配布されてい

るが、問い合わせ情報として担当所属名（課名）

や電話番号等を記載する必要がある。

内容を分かりやすく表現するためにイラストが 今後、同様の刊行物を作成する際には「県

取り入れられているが、男女の地位、役割等の表 政広報物表現ガイドライン」に基づき、先入

現に従来の男女の固定的な性別役割分担に基づく 観や固定観念にとらわれず決めつけた表現と

ものが見られる。人物のイラスト表現等について ならないよう作成することとする。

は、女性だから、高齢者だから等、あるくくりで

先入観や固定観念を持って決めつけた表現となら

ないよう配慮する必要がある。

制度導入後に作成の上、学校を通じて配布され 今後、同様の刊行物を作成する際には、制

ていたが、制度導入前に周知する必要があった。 度導入前に周知が図られるよう速やかに配布

することとする。

刊行物名 美術館ニュース

所属名 美術館

美術館の企画展や関連イベント等の内容を周知 企画展の内容については、美術館ニュース

するために年６回作成されているが、中に企画展 各号で複数回紹介することにしており、当該

のオープニングの日より遅れて納品されているも 企画展についても前号で次回開催企画展とし

のもあったので、イベントの開催に支障を来さな て紹介したところであるが、意見を踏まえ、

いよう、計画的な作成に努める必要がある。 より適切かつ計画的な美術館ニュースの作成

・発行に努め、企画展や関連イベント等の内

容を周知する。

刊行物名 図録「樹と竹」

図録「わくわく！化石大集合」

「考古学から探る古代会津」ハンドブ

ック

紀要第２２号

所属名 博物館

企画展の解説用図録等で、他の博物館、図書館 博物館における観覧料等収入に係る事務処

等に配布されているほか来場者等に有償配布され 理要領第４条においては 「売払価格は図録等、

ている。 販売品の印刷に要した経費の１１０～１３０

配布価格については、印刷に要する経費を算定 ％を一応の基準として館長が決定するものと

基礎に設定することとされているが、そのほかに する 」と規定していたが、行政監査の意見を。

過去に作成された同種の刊行物の設定価格等を参 踏まえ、平成２１年４月１日に上記第４条を

考にしながら設定されていた。 「売り払い価格は、図録等販売品の製作に要

価格設定については、刊行物作成の実態を十分 した経費や、在庫数等を勘案して、館長が決

に反映しているとは言えないことから、今後、そ 定するものとする 」と改正した。。

の見直しを含め取扱いについて検討する必要があ

る。



監査公表第２０号

平成２１年３月２４日監査公表第８号により公表した監査結果について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定に基づき、福島県公安委員会委員長から次のと

おり措置状況の通知があったので、同項の規定によりこれを公表する。

平成２１年８月７日

福島県監査委員 鴫 原 吉之助

福島県監査委員 宗 方 保

福島県監査委員 野 崎 直 実

福島県監査委員 髙 野 宏 之

福 公 委 (会 )第 １ 号

平成２１年６月１６日

福島県監査委員 鴫 原 吉之助

福島県監査委員 宗 方 保
様

福島県監査委員 野 崎 直 実

福島県監査委員 髙 野 宏 之

福島県公安委員会委員長 松本 忠清 印

行政監査の結果に係る措置状況について（通知）

平成２１年３月１０日付け２０福監第２４０号で報告のありました平成２０年度行政監査の結

果については、別紙のとおり措置しましたので地方自治法第１９９条第１２項の規定により通知

します。



平成20年度行政監査の結果に係る措置状況

監 査 委 員 所 見 措 置 状 況

第２ 監査の結果と意見

【 福島県警察】Professional

（所属名 警務課）

警察官募集用のパンフレットであり、サイバー これまでも分かりやすい文章構成に配意

犯罪やドメスティックバイオレンス（ ）のよ してきたが、今後はなお一層の配意に努めDV

うな、犯罪に関する専門用語や片仮名語が使用さ ることとする。

れていることから、説明を加える必要がある。 なお、平成20年度に作成した新パンフレ

ットについては、サイバー犯罪を「インタ

ーネットを悪用した犯罪 、警護を「総理」

大臣や国賓などの要人を護る仕事」と表現

した。

【県警だより】

（所属名 総務課）

年６回、県内全域に回覧方式により提供される 平成20年度２月発行の第233号より読み

警察の広報誌であるが、限られた紙面に多くの情 やすさの観点からも検討を加え、内容を要

報を掲載するため文字が小さくなり、また、窮屈 約し、文字数を抑えて文字を大きくするな

な割付けになっているので、読みやすい紙面構成 ど読みやすい紙面づくりに努めることとし

に努める必要がある。 ている。

多様な広報手段を用いて広く県民に周知すべき 平成20年にホームページ掲載について検

内容であることから警察本部のホームページへの 討し、平成21年５月発行の第235号よりホ

掲載についても検討する必要がある。 ームページに掲載を開始した。

【福島の警察】

（所属名 総務課）

警察の組織や業務の概要を紹介する県民向けの これまでも専門用語の使用を控えるなど

資料で、防犯ボランティアの会議等で活用されて の配意をしてきたところであるが、平成20

いるが、警察業務や犯罪等に関する専門用語が使 年度分以降については、なお一層平易な分

用されているので、説明を加えたり、分かりやす かりやすい言葉を使用するよう努めること

い言葉に置き換えたりする必要がある。 としている。

内容の一部に正確でない記述が見られるので原 これまでも正確な資料作成に努めてきた

稿作成時における点検は言うに及ばず、印刷校正 ところであるが、平成20年度分以降につい

時においても複数の職員の目で繰り返し点検する ては、複数の職員で点検を行うことはもと

必要がある。 より、誤りのない資料作成に細心の注意を

払うこととしている。



なお、ホームページ掲載することとして

作業を進めている。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 意見要望等については積極的に取り入

収集を行う必要がある。 れ、次回以降の作成に活かすこととする。

【けいさつのしごと】

（所属名 総務課）

職場見学会で、子供たちに警察の組織や仕事の これまでも子どもの目線からの表現に配

あらまし等を紹介する際配布されているが、警察 意してきたところであるが、今後は、なお

業務や犯罪等に関する専門用語が使用されている 一層子どもに分かりやすい言葉を使用する

ので、説明を加えたり、あるいはやさしい言葉に よう努めることとする。

置き換えたりする必要がある。 なお、平成20年度の作成はない。

内容の一部に正確でない記述が見られるので原 これまでも正確な資料作成に努めてきた

稿作成時における点検は言うに及ばず、印刷校正 ところであるが、今後は、複数の職員で点

時においても複数の職員の目で繰り返し点検する 検を行うことはもとより、誤りのない資料

必要がある。 作成に細心の注意を払うこととする。

次回以降の作成に活かすためにも、意見要望の 意見要望等については積極的に取り入

収集を行う必要がある れ、次回以降の作成に活かすこととする。

【平成20年版地域安全活動のあゆみ】

（所属名 生活安全企画課）

防犯ボランティア活動の一助とするため、毎 平成20年版は総数28ページであったが、

年、防犯ボランティア等に配布されているが、直 平成21年度は総数８ページの観音折りの冊

接防犯ボランティア活動に関わる情報が十分とは 子に縮小化して作成し、ボランティア活動

言えないことから、作成目的と掲載する内容につ に役立つ情報を掲載した。

いて検討する必要がある。 なお、平成22年度版については作成予定

問い合わせ情報が記載されていないので、担当 はない。

所属名（課名）や電話番号等を掲載する必要があ 平成21年度版の作成に当たり検討し、平

る。 成21年度版から最終ページに問い合わせ先

次回以降の作成に活かすためにも、防犯ボラン として所属名や電話番号等を掲載した。

ティア等から意見要望の収集を行う必要がある。 意見要望等については積極的に取り入

れ、次回以降の作成に活かすこととする。

【薬物乱用防止リーフレット】

（所属名 少年課）

薬物乱用の実態、薬物乱用が人に与える影響や 今後について薬務課と所要の調整を行

その危険性を啓発するため、非行防止教室等を通 い、少年課作成の薬物防止リーフレットに

じて中学・高校生に配布されているが、薬務課作 ついて見直しし、薬務課作成のリーフレッ

成の 薬物乱用防止啓発用リーフレット №35 トで広報・啓発することとした。「 」（ ）



と同一の目的で作成されていることから、相互に

所要の調整を行い、効果的な啓発に努める必要が

ある。

掲載されている写真の中にかなり刺激的なもの 意見・感想等については、次回以降の作

が見られるが 次回以降の作成に活かすためにも 成に活かすこととする。、 、

意見・感想を収集する必要がある。

多様な広報手段を用いて広く県民に周知すべき 現在のところ、容量等の問題により警察

内容であることから、警察本部のホームページへ 本部のホームページへの掲載予定はない。

の掲載についても検討する必要がある。 なお、今後も検討していきたい。

【飲酒運転追放チラシ】

（所属名 交通企画課）

飲酒運転の根絶に向け ハンドルキーパー運動 次回以降作成する場合には、問い合わせ「 」

を周知徹底するために飲食店等に配布されている 情報等について記載することとする 平。（

が、問い合わせ情報が記載されていないので、担 成20年度以降作成予定なし）

当所属名（課名）や電話番号等を記載する必要が

ある。

【シルバーセーフティアドバイス】

（所属名 交通企画課）

警察署が委嘱する高齢者交通指導隊員の指導用 次回以降作成する場合には、問い合わせ

資料として配付されているが、問い合わせ情報が 情報等について記載することとする 平。（

記載されていないので、担当所属名（課名）や電 成20年度以降作成予定なし）

話番号等を記載する必要がある。

次回以降の作成に活かすためにも意見要望の収 次回以降作成する場合には、高齢者交通

集を行う必要がある。 指導隊員の意見・要望等の収集を行い作成

することとする。

高齢者の交通安全の推進に関連する内容で、多 配布対象者が限定されているので、ホー

様な広報手段を用いて広く県民に周知すべきもの ムページには掲載する計画はない （平成。

であることから、警察本部のホームページへの掲 20年度以降作成予定なし）

載についても検討する必要がある。

【高齢者の交通安全】

（所属名 交通企画課）

高齢者の道路横断中の交通事故防止のために開 次回以降作成する場合は、生活交通課と

催されている参加・体験型交通教室の受講者に配 常に連絡を取り合い、配布資料等について

布されており、生活交通課作成の「みんなですす 重複しないよう調整することとする （平。

めよう！高齢者の交通安全 （№19）と同一の目 成20年度以降作成予定なし）」

的で作成されていることから、相互に所要の調整



を行い、効果的な啓発に努める必要がある。

問い合わせ情報が記載されていないので、担当 次回以降作成する場合は、問い合わせ情

所属名（課名）や電話番号等を記載する必要があ 報等について記載することとする。

る。

印刷発注に当たり、電子データ化された原稿を 次回以降作成する場合にＣＤ等で渡すこ

業者にＣＤ等で渡す等、電子データ化された原稿 とができる原稿であれば有効活用について

の有効活用について検討する必要がある。 検討することとする。

【飲酒運転追放広報用チラシ】

（所属名 交通企画課）

飲酒運転の根絶を図るために、厳罰化された刑 次回以降作成する場合には、問い合わせ

罰の内容等について紹介しているものであるが、 情報等の記載をすることとする （平成20。

問い合わせ情報が記載されていないので、担当所 年度以降作成予定なし）

（ ） 。属名 課名 や電話番号等を記載する必要がある

多様な広報手段を用いて広く県民に周知すべき 平成19年度に作成した「飲酒運転追放広

」 、 、内容であることから、警察本部のホームページへ 報用チラシ について 平成21年２月から

の掲載について検討する必要がある。 警察本部のホームページに掲載した。




